様式１

令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業業務委託

企画提案参加表明書

令和　年　月　日　

静岡県知事　　鈴木　康友　　様

　

所在地　

商号又は名称　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

　下記業務について、企画提案の参加を表明します。

記

　１　公告日　　令和８年４月16日
　２　業務名　　令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業業務委託

　３　プレゼンテーション　　　　　　　　　対面　・　オンライン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(希望する方法に○をつける。)

	担当者職名・氏名
	

	電話
	

	ＦＡＸ
	

	E-mail
	


※会社概要、定款等応募する団体又は企業の事業内容が分かるもの、直近の決算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を各１部添付のこと

様式２

誓　　約　　書

令和　　年　　月　　日　

静岡県知事　　鈴木　康友　　様

所在地　

商号又は名称　
代表者職氏名


印

　下記の参加者資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。

記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当していません。

２　国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けている期間中ではありません。

３　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更正手続開始の申立てがなされていません。又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされていません。

４　次のアからキまでのいずれにも該当しません。

　　ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

  　イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

  　ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

　　カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者
　５　宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体や個人ではありません。

６　職業安定法（昭和22年法律第141号）に規定する職業紹介事業の許可を有しています。

７　在留資格に関する豊富な知識及び外国人材の日本での受入に関する十分な実績を有しています。

※　コンソーシアムの場合は、構成員全員がそれぞれ作成

　　なお、上記６・７について非該当の場合は削除すること。

※　コンソーシアムの場合は、構成員全員で様式３も作成

様式３

委託業務コンソーシアム参加資格者誓約書

令和　　年　　月　　日

静岡県知事　　鈴木　康友　　様

　コンソーシアムの名称

　　構成員　　所 　在 　地

　（代表者）　商号又は名称

　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　構成員　　所 　在 　地

　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　（以下、構成員列記）

　このたび、令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業業務委託の受託に係る企画提案に参加するため、委託業務コンソーシアムを結成しました。

　令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業業務委託について、契約書に定められた期間、別紙委任事項の権限を当コンソーシアム代表者に委任します。

　使用印は別紙様式３－２のとおりです。

　なお、業務受託に際しては、連帯して行うものとし、委託業務コンソーシアム協定書及び指定の添付書類を提出します。

　これらの事項は、事実と相違ないことを誓約します。

様式３－２

委　　任　　事　　項

１　令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業業務委託に関し、当コンソーシアムを代表して委託者である静岡県と折衝する権限

２　見積りに関する一切の権限

３　委託業務代金及び前払金の請求・受領に関する一切の権限

４　その他業務に関し、諸届・諸報告の提出に関する一切の権限


様式３－３（例示）

コンソーシアム協定書

（目 的）
第１条 本協定は、コンソーシアムを設立して、令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業（以下「本業務」という。）を効率的に営み、優れた成果を達成することを目的とする。

（名 称）
第２条 本協定に基づき設立するコンソーシアムは、「○○○○コンソーシアム」（以下「本コンソーシアム」という。）と称する。

（定 義）
第３条 コンソーシアムを構成する各メンバーを「参加事業者」と定義し、また、その中の代表者を「代表事業者」、そして代表事業者以外の事業者を「構成事業者」と定義する。

（参加事業者の住所及び名称）
第４条 本コンソーシアムの参加事業者は、次のとおりとする。
（１）○○県(都道府)○○市○○町○○
○○○○
（２）○○県(都道府))○○市○○町○○
○○○○
（３）○○県(都道府)○○市○○町○○
○○○○
（４）○○県(都道府)○○市○○町○○
○○○○

（幹事企業及び代表事業者）
第５条 本コンソーシアムの幹事企業は○○○○とする。
２ 本コンソーシアムの幹事企業を本コンソーシアムの代表事業者とする。

（代表事業者の権限）
第６条 本コンソーシアムの代表事業者は、本業務の執行に関し、本コンソーシアムを代表して発注者と折衝する権限並びに本コンソーシアムの名義をもって委託料の請求、受領及び本コンソーシアムに属する財産を管理する権限を有するものとする。

（参加事業者の連帯責任）
第７条 本コンソーシアムは、それぞれの分担に係る進捗を図り、本業務の執行に関して連帯して責任を負うものとする。

（分担受託額）
第８条 各参加事業者の業務の分担及び分担受託額は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更があったときは、それに応じて業務の分担及び分担受託額の変更があるものとする。
○○○○○○○業務（代表事業者名）○○○○○ 円
○○○○○○○業務（構成事業者名）○○○○○ 円
○○○○○○○業務（構成事業者名）○○○○○ 円
○○○○○○○業務（構成事業者名）○○○○○ 円

（運営委員会）
第９条 本コンソーシアムは、参加事業者全員をもって運営委員会を設け、本業務の運営にあたるものとする。

（業務処理責任者）
第１０条 本業務の処理に関する業務処理責任者を本コンソーシアムの代表事業者とし、本業務に係わる指揮監督権を一任する。

（業務担当責任者及び業務従事者）
第１１条 本コンソーシアムの代表事業者は、業務処理責任者の下で本業務に従事する業務担当責任者及び業務従事者を指名する。

（取引金融機関）
第１２条 本コンソーシアムの取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、本コンソーシアムの代表事業者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（参加事業者の個別責任）
第１３条 本コンソーシアムの参加事業者がその分担に係る本業務の執行に関し、当該参加事業者の責めに帰すべき事由により発注者又は第三者に損害を与えた場合は、当該参加事業者がこれを負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第１４条 この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。

（業務途中における参加事業者の脱退）
第１５条 参加事業者は、本コンソーシアムが業務を完了する日までは脱退することができない。

（業務途中における参加事業者の破産又は解散に対する措置）
第１６条 参加事業者のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、残存参加事業者が共同連帯して当該参加事業者の分担業務を完了するものとする。

（解散後のかし担保責任）
第１７条 本コンソーシアムが解散した後においても、本業務につき瑕疵があったときは、各参加事業者は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（会計帳簿等の保存）
第１８条 本業務に係る会計帳簿及び雇用関係書類等の関係書類は本業務が完了した日の属する年度の終了後５年間、○○○○(参加事業者名)が保存するものとする。

（新規雇用の取扱い）
第１９条 本業務に係る本コンソーシアムの新規雇用は、○○○○(参加事業者名)において行うものとする。

（協定書に定めのない事項）
第２０条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

（管轄裁判所）
第２１条 本協定の紛争については，○○地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
代表事業者○○○○外○社は、上記のとおり本コンソーシアム協定を締結したので、その証として正本○通及び副本１通を作成し、各参加事業者が記名押印の上、正本については参加事業者が各１通を保有し、副本については委託契約書に添えて発注者に提出する。

令和　　 年　　 月 　　日

所 　在 　地
商号又は名称
代　 表　 者　　　　　　　　　　　 印

所　 在 　地
商号又は名称
代　 表 　者 　　　　　　　　　　　印
（以下構成員を列記）
様式４

令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業業務委託企画提案辞退届

令和　年　月　日　

静岡県知事　　鈴木　康友　　様

所在地　

商号又は名称　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印

　下記業務の企画提案について参加を表明しましたが、辞退いたします。

記

　１　公告日　　令和８年４月16日
　２　業務名　　令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業
	担当者職名・氏名
	

	電話
	

	ＦＡＸ
	

	E-mail
	


様式５

企画提案書の提出書

令和　　年　　月　　日

静岡県知事　　鈴木　康友　　様

所　 在　 地

商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　印

令和８年４年　日付けで公募のあった令和８年度静岡県外国人介護人材マッチング支援事業業務委託に係る企画提案書を下記のとおり提出します。
記

１　企画提案書　　７部

２　法人の登記事項証明書又は登記簿謄本の写し

３　職業安定法第30条に基づく有料職業紹介事業の許可を受けていることが確認できる書類（許可に係る通知の写し等）

４　業務実績表　　７部（６部は写しで可）

５　見積書　　　　７部（６部は写しで可）

	担当者職名・氏名
	

	電話
	

	ＦＡＸ
	

	E-mail
	


様式５－２

業　務　実　績　表

当該外国人介護人材マッチング支援事業務委託に類似する業務の実績

	業務名
	委託者名
	契約金額

（単位：千円）
	実施年度
	業務概要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※貴社における過去５年以内の都道府県等の業務の受注実績について記入してください。

※記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。

※コンソーシアムの場合は、受託者名を業務名称の下に（　）内書きするか、構成員ごとに作成してください。
※都道府県等の業務の受注実績以外で同様の事業を行っている場合は任意様式により記載してください。
様式６

見積書
（１）総事業費
	区分
	業務詳細
	金額

	①人材の情報収集のための経費
	・現地活動費（渡航費、通訳費など）

・広報宣伝業務（現地人材向け）

・人材リクルーティング業務

・スクリーニング業務

・現地側の事業管理業務　等
	円

	②介護施設に関する情報収集に必要な経費
	・施設情報収集業務

・広報宣伝業務（施設向け）

・国内側の事業管理業務　等
	円

	③人材に介護施設の情報を提供するための経費
	・応募人材募集業務

・採用面接等実施業務　等
	円

	④その他マッチング支援に必要な経費
	・現地教育費（日本語・試験対策）

・人材管理業務

・事業管理業務　等
	円

	合　計
	円


（２）一人当たりのマッチング単価

　　　　（総事業費※）　　　（マッチング人数） 　（県・事業所折半）　　（県負担分マッチング単価）

                円　÷　　　名　　÷　　２　　　＝　　　　　　　　円（税込）

※総事業費には、（１）合計を記載。総事業費は12,000千円を上限とする。



使　用　印








